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１． 一帯一路（BRI）は 2013 年、中国習近平主席が打ち出した中国の東からユーラシア
大陸を西へと物流インフラを構築する「陸のシルクロード」と海の物流網「21 世紀海
上シルクロード」を構築しようとする 21 世紀の巨大プロジェクトである。 
この一帯一路の沿線国は 60 数カ国、世界人口の 60％の 40 億人、世界国民総生産








３． 筆者の過去 20 数年間の中央アジアの上海協力機構（SCO＝中国、ロシア、インド、
パキスタン、カザフスタン他 8 か国で構成）などの研究から判断し、BRI はこれまでの









制する」と喝破。かかる観点から BRI を理解する必要があるように思われる。１） 
 
５． 筆者の過去 30 数年(うち 20 年は海外に駐在。60 数カ国での市場開拓・貿易業務に従
事)の商社での国際ビジネスの経験から判断し、BRI は上記のような中国の過去からの

































しかし 11 月 5～10 日に上海で開催された第 2 回中国国際輸入博覧会には 150 か国
から 3900 社が参加した。昨年から ZTE や、ファーウェイなどとの取引停止を含め、
関税引き上げなどで米中貿易戦争を先鋭化させている米国からは昨年の 180 社を 10 社






















を含めると両地域で世界の 52％と過半を占める。2100 年には、人口が 40 億人となる








12． 域内人口 6.5 億人で急速に発展しつつある ASEAN(東南アジア諸国連合)との関係も
中国は強化しており、毎年、南寧で、中国~ASEAN 貿易見本市を開催し、貿易拡大に








2020 年を「中国、ASEAN 建設の協力年」とすることを決定。４） 
    
アジアには 4000 万人以上の華僑、華人が住んでおり、彼らはビジネス分野で強力




な地盤を形成。いわゆる目に見えない国家・中国（Invisible State of China）＊ 仮想








府はすでに BRI に 3000 億ドルを拠出。今後数年間で事業費は 1 兆ドルを優に超えるほ
ど膨れ上がるだろうと米国は中国 BRI の動向を警戒している。５） 
 



















まで及び、訪問国は 30 か国以上を数えた。 
 
鄭和の艦隊は 1 隻 6000～8000 トンもある巨艦で、大艦隊を 60 数隻で構成、乗組員
は 2 万数千人にも上ったという。その主要目的は貿易の拡大、特にイスラム商人との交
易と関係拡大にあった。６） 












さらに BRICS の活動も目覚ましく、11 月のブラジリアでの BRICS 首脳会議では、











日本が 2013 年来、注力してきた ASEAN10 カ国に加え、豪州、ニュージーランド、 
























い対応をとった。その結果、ロシアは 1980 年末に解体。日本は 1985 年のプラザ合意
で米国に円の大幅な切り上げを強硬に要求され、これを受け入れた。 
 
以来、日本では 30 年以上にわたり、デフレが継続し、日本は G７中、GDP 経済成
長率は最低の１％内外と低迷。実質賃金もこの間、10％低下。購買力平価（PPP）でみ





②1993～1999 日米包括経済協議（95 年の金融サービス受け入れなど） 
③1994～2009 年次改革要望書（商法改正、郵政民営化など） 
④2000～    TPP 交渉参加要求（高度な自由貿易、完全な市場開放）７） 
⑤2019～    日米 2 国間貿易交渉(日本は農業分野で譲歩。だが自動車では米
国の関税撤廃を勝ち取れず、安倍政権が喧伝している Win～
Win の関係には程遠い。)   
  
コロンビア大学のノーベル経済学賞受賞者で「ユーロの父」と呼ばれているロバー











＊ 18 世紀にはオランダが造船技術と海運で世界経済を圧倒。 
 



























    
４． この構図はかつて日本が 1980 年代に米国との貿易不均衡で、日本車の輸出数量自主
規制や米国への投資拡大。さらには 1985 年のプラザ合意で円の大幅切り上げを要求さ
れ、その要求を受け入れ、その結果、30 年近くにわたり日本経済は低成長にあえぎ GDP













特許権侵害を提訴され、ミノルタだけでも損失は 250 億円に達した。10） 
 
またクリーブランドクリニックの日本人化学者 2 人をアルツハイマー病の試料を盗


























































   陸と海のシルクロードの物流網構築－ユーラシア大陸を時速 150 キロの高速道路、
時速 300 キロの高速鉄道網、さらには中国とヨーロッパを空で結ぶ航空物流網、海のシ
ルクロードを結ぶ港湾海運物流網に加え、19 世紀のスエズ運河、20 世紀のパナマ運河
に続く 21 世紀の北極海物流網の構築も動き出している。 
 
   これらの物的流通網に加え、IoT, AI, 中国の「北斗衛星」を活用したデジタルエコノ






東北部まで全長 3200 キロメートルの内 2200 キロメートルが稼働。これは中国の年間
輸入量の 20％にあたる。さらに 2023 年には上海までのパイプライン網が開通する。「一
帯一路エネルギー流通網」構築もこのように着々と進みつつある。12） 





















銀行（AIIB）」への早急なる参加を日本の 21 世紀戦略として真剣に考究すべきだ。 
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